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第４章 予算の概要 

 

１．2017年度経済産業省予算の概要 

 

2017 年度 年度経済産業省関係予算においては、一般会計で 3,420 億円、エネルギー対策特別会計で 8,474 億円、

特許特別会計で 1,472 億円を計上。 

 

（単位：億円） 

 2017年度年度 

当初予算 

2016年度年度 

当初予算 

対前年度 

増減比 

一般会計（エネ特繰入除く） 3,420 3,371 +49 

 中小企業対策費 1,116 1,111 +5 

科学技術振興費 1,010 979 +31 

その他経費 1,293 1,280 +13 

エネルギー対策特別会計 8,474 8,384 +90 

 エネルギー需給勘定 6,210 6,497 ▲287 

電源開発促進勘定 1,795 1,752 +43 

原子力損害賠償支援勘定 469 135 +334 

特許特別会計 1,472 1,446 +26 

経済産業省合計 13,366 13,201 +165 

 

（復興庁計上） 

東日本大震災復興特別会計 

（経済産業省関連合計） 

650 893 ▲243 

 

※四捨五入の結果、合計が一致しない場合がある。 

※交付国債の追加発行に係る金利負担に対応するため、29 年度予算における一時的な経費として原子力損害賠償支

援勘定への繰入れ 400億円を計上。 

 



 

◆重点分野の概要 

 

福島復興の加速化 

 避難指示解除と本格復興に向けた取組 

 福島新エネ社会構想の実現に向けた取組 

 

世界に先駆けた民間の未来投資を誘発する取組 

 戦略分野（自動走行、ロボット・ドローン、ものづ

くり、産業保安等）でのプラットフォーム獲得 

 ヘルスケア関連技術の実用化支援 

 多様な人材・企業の創出促進 

 国際博覧会への出展等 

 

中小企業等の活力向上 

 中小企業・小規模事業者の経営力強化 

 活力のある担い手の拡大と事業環境の整備 

 地域中核企業の稼ぐ力の強化 

 

世界経済不透明リスクの克服 

 経済連携・産業協力の加速 

 海外市場の獲得、投資の呼び込み 

 インフラシステム輸出などの強化 

 

産業安全保障の強化 

 サイバーセキュリティの強化 

 防災・強靱化対策 

 

エネルギー政策の再構築と地球環境への貢献 

 エネルギー革新戦略の実行(省エネ、再エネ、水素)  

 エネルギーセキュリティの強化 

 エネルギーを安全・安心に利用できるようインフラ

を充実 

 エネルギー産業の国際展開 

 

主要事業一覧 

 

凡例 

○：2017年度年度当初予算事業 

（ ）内は 2016年度年度当初予算額 

◆：2017年度年度財政投融資計画関連 

 

 

福島復興の加速化 

福島第一原発の廃炉・汚染水対策と福島の復興は、引き

続き経済産業省が担うべき最も重要な課題である。東日本

大震災からの復旧・復興と併せ、最優先で取り組んでいく。 

 

 避難指示解除と本格復興に向けた取組 

 

○原子力災害による被災事業者の自立等支援事業【復興】

   54.2億円（13.2億円） 

避難指示等の対象である被災 12 市町村の事業者の自立

へ向け、事業や生業の再建等を支援。また、事業者の帰還、

事業・生業の再建を通じ、働く場の創出や、買い物をする

場などまち機能の早期回復を図り、まちの復興を後押しす

る。 

 

○福島イノベーション･コースト構想（ロボットテストフ

ィールド･研究開発拠点整備事業）【復興】 

13.1億円（51.0億円） 

福島県浜通り地域においてロボット分野の地元中小企

業や県外先進企業による産業集積を構築し、被災地の自立

と地方創生のモデルを形成するためのテストフィールド

の整備費用を補助する。 

 

○福島イノベーション・コースト構想推進施設整備等補

助金（共同利用施設（ロボット技術開発等関連）整備

事業）【復興】    

   12.8億円（21.7億円） 

福島県浜通り地域においてロボット分野等の先進的な

共同利用施設・設備を整備・導入する際の費用等を補助（南

相馬市の同一敷地内にロボットテストフィールドと一体

的に整備、運営を実施）。 
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○福島イノベーション・コースト構想推進施設整備等補

助金（地域復興実用化開発等促進事業）【復興】 

69.7 億円（69.7 億円） 

廃炉、ロボット、エネルギー、環境・リサイクルなどの

イノベーション・コースト構想の重点分野について、地元

企業との連携による地域復興に資する実用化開発等の費

用を補助。 

 

○中小企業組合等共同施設等災害復旧事業（中小企業等

ｸﾞﾙｰﾌﾟ補助金）【復興】   210.0 億円（290.0 億円） 

東日本大震災により甚大な被害を受け、特に復興が遅れ

ている地域（岩手県、宮城県、福島県の津波浸水地域及び

福島県の避難指示区域等）を対象に、中小企業等グループ

の復興事業計画に基づきグループに参加する事業者が行

う施設復旧等の費用の 3/4（うち国が 1/2、県が 1/4）を

補助する。 

 

○東日本大震災復興特別貸付等 【復興】  

   68.0億円（77.0億円） 

東日本大震災により被害を受けた中小企業・小規模事業

者に対して、政府金融機関が「東日本大震災復興特別貸付」

等の低利融資を行うために、必要な財政支援を行うことで、

被災事業者の資金繰りを支援し、早期の事業・経営の再建

を図る。 

 

○中小企業再生支援協議会事業 【復興】  

   13.9億円（25.6億円） 

東日本大震災の被害を受けた中小企業・小規模事業者等

の二重債務問題を含む再生支援に対応するため、被災事業

者からの相談に応じるとともに、必要に応じて再生に向け

た事業計画の策定支援・債権買取支援等を行う。 

 

○自立・帰還支援雇用創出企業立地補助金【復興】 

   185.0億円（320.0億円） 

 福島県 12 市町村の避難指示区域等で工場・商業施設等

の新増設を行う企業に対し、その費用を補助し、雇用の創

出、産業集積を図る。加えて、住民の帰還や産業立地を促

進するため、商業回復を進める。 

 

 

 福島新エネ社会構想の実現に向けた取組 

 

○福島県における再生可能エネルギーの導入促進のため

の支援事業費補助金 25.0億円（新規） 

阿武隈山地や県沿岸部における再生可能エネルギーの

導入拡大に向け、送電網や発電設備等の整備、県内の再生

可能エネルギー関連技術の実用化・事業化に向けた実証研

究を支援。 

 

○福島沖での浮体式洋上風力発電システムの実証研究事

業委託費   24.0 億円（40.0 億円） 

世界最大の 7メガワット浮体式風車をはじめ 3基の風車

と浮体式洋上変電所（サブステーション）を順次設置し、

世界初の複数基による浮体式洋上風力発電システムの本

格的な実証を行う。 

 

○再生可能エネルギーによる水素製造技術の開発・実証      

47.0 億円の内数（28.0 億円の内数） 

 エネルギー貯蔵手段としての水素に着目し、再生可能エ

ネルギーから水素を製造する技術（Power to Gas 技術）

の開発・実証を進めることで、再生可能エネルギーから水

素を『作り』、『貯め・運び』、『使う』、未来の新エネルギ

ー社会実現に向けたモデルを福島で創出することを目指

す。 

 

 

世界に先駆けた民間の未来投資を誘発する取組 

人工知能、ロボット、ＩｏＴ技術が世界の風景を変えつ

つある。公道での完全自動走行など、これまで実現不可能

と思われていたことが現実のものとなってきている。世界

レベルの競争が激化する中、ものづくりに優位性がある我

が国が危機感とスピードを持って世界のイノベーション

をリードしていく。 

 

 戦略分野（自動走行、ロボット・ドローン、ものづ

くり、産業保安等）でのプラットフォーム獲得 

 

○次世代人工知能・ロボット中核技術開発 

   45.0億円（30.6億円） 

次世代の人工知能・ロボット技術のうち中核的な技術の
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開発を産学官連携で実施し、人工知能技術とロボット要素

技術の融合を目指す。あわせて、人工知能技術等について、

国際競争力強化を図るため、（研）産業技術総合研究所に

おいて新たな研究体制の整備を行う。 

 

○IoT推進のための横断的な技術開発事業 

   47.0億円（33.0億円） 

 データ収集、蓄積、解析、セキュリティの４つの技術領

域において、将来の IoT社会の共通基盤技術となりうる先

進的かつ分野横断的な技術の開発を産学官連携で実施。 

 

○IoT推進のための事業環境整備に向けた実証事業関連 

工場・企業を超えたデータ共有・連携、国際標準獲得に

向けたデータの仕様の統一に関する実証や、化学プラント

等における事故予兆システムの実証を通じた規制システ

ムの見直しの検討など、分野毎の事業環境整備に向けた実

証を実施。 

・IoT を活用した社会インフラ等の高度化推進事業   

           15.0億円（13.4億円） 

・IoT 推進のための事業環境整備に向けた実証事業関連            

8.4 億円（7.0 億円） 

 

○企業保険者等が有する個人の健康・医療情報を活用し

た行動変容促進事業  6.0 億円（新規） 

糖尿病等の生活習慣病領域では、各個人の生活習慣や行

動を効果的に変容させられるかが大きな課題。このため、

IoT機器（ウェアラブル端末等）やその取得データを活用

し、糖尿病等の予防・改善を図る実証研究を実施。行動変

容を促すアプローチの方法や、その高度化に向けた基礎的

なデータ解析手法等の開発につなげる。 

 

○ロボット活用型市場化適用技術開発プロジェクト 

   17.5億円（15.0億円） 

 ものづくり分野とサービス分野において、これまで実現

が困難であった組立工程における柔軟物把持等が可能と

なるロボット技術を開発。加えて、汎用的な作業・工程に

使える小型汎用ロボット（プラットフォームロボット）の

開発（ハードウェア・ソフトウェアの共通化）を実施。 

 

 

○ロボット・ドローンが活躍する省エネルギー社会の実

現プロジェクト         33.0 億円（新規） 

物流やインフラ点検等を効率化できるロボットやドロ

ーンの性能評価基準、運航管理システム、衝突回避技術等

を福島県のロボットテストフィールド等を活用し開発。そ

の成果を国際標準化につなげるとともに、世界の最新技術

を日本に集め日本発のルールでロボットの開発競争を加

速させる仕組みを構築。 

 

○高度な自動走行システムの社会実装に向けた研究開

発・実証事業費    26.0億円（18.8億円）  

運輸部門の省エネルギーの推進やドライバー不足等の

社会課題の解決を図るため、複数台のトラックによる隊列

走行等の高度な自動走行システムの世界に先駆けた社会

実装に向けて、故障等に直面しても安全を確保するシステ

ムの研究開発を進めるとともに、公道を含む実証事業等を

通じて事業環境等を整備する。 

 

○産業系サイバーセキュリティ推進事業  

      11.7億円（新規） 

重要インフラや我が国経済・社会の基盤を支える産業に

おける、サイバー攻撃に対する防護力を強化するため、（独）

情報処理推進機構（IPA）に設置する産業系サイバーセキ

ュリティ推進センター（仮称）において、官民の共同によ

りサイバーセキュリティ対策の中核となる人材を育成。ま

た、制御システムの安全検証等を実施。 

 

 ヘルスケア関連技術の実用化支援 

 

○次世代治療・診断実現のための創薬基盤技術開発事業

   53.1億円（56.2億円） 

患者の QOL（Quality of Life）を向上させるとともに、

医療費増加の抑制を図るため、個人差を踏まえたより効能

の高い治療を実現する「個別化医療」を推進。加えて、早

期に疾病を探知し生存可能性を向上する「先制医療」の実

現に向けた取り組みを進める。 

 

○再生医療の産業化に向けた評価基盤技術開発事業 

   24.5億円（25.0億円） 

再生医療製品の実用化や再生医療技術を応用した新薬
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創出を加速するため、①現在未確立である iPS細胞等を高

品質かつ大量に培養する技術の開発や、②個々の再生医療

等製品に特有となる安全性、有効性に関する試験項目の明

確化・必要な評価手法の開発、③再生医療技術を応用し構

築した様々な臓器の細胞を利用した、医薬品の安全性等を

評価するための基盤技術の開発等を推進。 

 

○未来医療を実現する医療機器・システム研究開発事業

    43.8 億円（43.9 億円） 

文部科学省、厚生労働省と連携し、日本が強みを持つロ

ボット技術や診断技術等を活用した世界最先端の革新的

な医療機器・システムの開発・実用化等を推進。具体的に

は、重点分野（手術支援ロボット、人工組織・臓器、低侵

襲治療、画像診断、在宅医療）を中心に取組を強化。 

 

○ロボット介護機器開発・導入促進事業                  

16.4 億円（20.0 億円） 

厚生労働省と連携し策定した重点分野に安価で大量導

入可能なロボット介護機器の開発を支援、同時に介護現場

導入に必要な基準作成等により環境を整備する。 

 

○植物等の生物を用いた高機能品生産技術の開発事業

   21.0億円（17.2億円） 

遺伝子設計に必要となる精緻で大規模な生物情報（DNA

や代謝物など）を高速に取得するシステム、細胞内プロセ

スの設計、ゲノム編集などを産業化するための技術開発を

行い、これらを利用して植物等による物質生産機能を制御

することで、省エネルギーかつ低コストでの生産技術を開

発。 

 

 多様な人材・企業の創出促進 

 

○研究開発型スタートアップ支援事業  

        15.0億円（新規） 

（研）新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）が

研究開発型スタートアップを支援する認定 VC（ベンチャ

ー・キャピタル）等を認定。認定した VC 等から出資・ハ

ンズオン支援を受けるスタートアップに対し、NEDO が実

用化開発を支援。 

 

○技術協力活用型・新興国市場開拓事業  

   41.7億円（39.4億円） 

日本の優れた技術・知識を新興国に移転することにより、

日本企業がビジネスを行いやすい事業環境の整備と新興

国経済の発展を図るため、現地の法制度整備や規制の緩和、

新興国経済の担い手となる人材育成等の技術協力に取り

組む。 

 

○低炭素技術を輸出するための人材育成支援事業費補助金

      13.5億円（9.0億） 

 我が国のエネルギーインフラや省エネ技術の海外展開

を推進するため、日本企業が実施する国内での受入研修・

現地への専門家派遣等による海外現地拠点の人材育成を

支援。 

 

○女性活躍推進のための基盤整備事業                     

1.9 億円（2.0 億円） 

女性を含む多様な人材の活躍を推進している企業を

「新・ダイバーシティ経営企業 100 選」、「なでしこ銘柄」

として選定・発信するとともに、ダイバーシティ経営への

理解を深めるための普及啓発等を実施する。また、女性起

業家を支援するため、地域の金融機関、起業経験者、支援

機関等のネットワークを構築し、各種支援制度の一層の活

用を促す。さらに、理系女性が有すべきスキルの見える化

により、身につけるべきスキルの把握が出来るような環境

整備を行う。 

 

 国際博覧会への出展等 

 

○国際博覧会出展事業委託費   

   13.6億円（8.0億円） 

 2017 年に開催されるアスタナ国際博覧会（カザフスタ

ン）への日本館出展を通じ、我が国のエネルギー分野に関

する取組や“クールジャパン” を含めた日本の魅力を国

際社会に発信。また、ドバイ国際博覧会以降の国際博覧会

の出展・開催に向けた基礎調査等を実施。  
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中小企業等の活力向上 

人口減少下で内需が縮小する中にあっても、地域が持続

的に成長するためには、中小企業等の生産性を高めるとと

もに、外需の獲得に向けた地域の未来投資が必要。「主役

は地方。目指すは世界」をキーワードに、魅力ある農産物

や観光資源を世界に売り込むための整備を進める。 

 

 中小企業・小規模事業者の経営力強化 

 

○小規模事業対策推進事業   

   49.4億円（51.6億円） 

商工会・商工会議所等の支援体制の確保や、地域資源を

活用した地域経済活性化等の取組を支援する。また、商工

会・商工会議所が「経営発達支援計画」に基づいて実施す

る、伴走型の小規模事業者支援を推進する。 

 

○小規模事業者経営改善資金融資事業(マル経融資等)

    42.5億円（40.0億円） 

商工会・商工会議所等の経営指導員が経営指導を行うこ

とを条件に、日本政策金融公庫が小規模事業者に対し、無

担保・無保証人・低利で融資を実施する。また、「経営発

達支援計画」の認定を受けた商工会・商工会議所の経営指

導を受ける小規模事業者に対し、同公庫が低利融資を実施

する。 

 

○中小企業・小規模事業者海外展開戦略支援事業 

   23.9億円（14.3億円） 

海外展開を目指す中小企業・小規模事業者に対し、事業

計画の策定から海外展示会の出展等を通じた販路開拓、現

地進出、進出後の課題や事業再編の対応まで一貫して戦略

的に支援する。また、EPA（経済連携協定）に基づく原産

地証明制度及び海外認証に関する情報提供等を実施する。 

 

○ふるさと名物応援事業   

   13.5億円（10.0億円） 

各地域にある地域資源を活用した「ふるさと名物」のブ

ランド化などを支援する。具体的には、①中小企業・小規

模事業者が地域資源の活用や農林漁業者との連携によっ

て行う商品・サービス開発・販路開拓、②海外展示会出展

等を通じたブランド確立や海外販路開拓等を支援する。 

 

○地域・まちなか商業活性化支援事業  

   17.8億円（20.3億円） 

商店街における公共的機能や買物機能の維持・強化を

図る全国モデル型の取組や、商店街内の個店等が連携し

て行う販路開拓や新製品開発を支援する。加えて、コン

パクトシティ化に取り組むまち（中心市街地）における

地域への波及効果の高い複合商業施設の整備を支援する。 

 

○戦略的基盤技術高度化・連携支援事業  

   130.0億円（139.7億円） 

中小企業のイノベーション創出を図るため、中小企業・

小規模事業者が産学官とともに連携して行う研究開発等

や新しいサービスモデルの開発等のための事業を支援す

る。 

 

○中小企業等外国出願支援事業  

   6.3 億円（6.3 億円） 

JETRO及び都道府県中小企業支援センター等を通じ、中

小企業等の外国出願にかかる費用（外国特許庁への出願手

数料、翻訳費用、外国出願に要する国内代理人・現地代理

人費用）を助成。 

 

 活力ある担い手の拡大と事業環境の整備 

 

○日本政策金融公庫補給金   

   161.3億円（157.9億円） 

日本政策金融公庫に対して、基準利率と特別利率の利率

差及び金利引下げ分について、財政措置を行うことで、新

たな事業の展開など、政策上の後押しが必要な分野におけ

る中小企業・小規模事業者の資金繰りの円滑化を図る。 

 

○危機対応円滑化業務支援事業   

     9.5億円（9.9億円） 

 災害、金融不安等、国が認定した「危機」に際して、日

本政策金融公庫の信用供与（損失補填等）を受けた指定金

融機関（商工中金等）が中小企業・小規模事業者に必要な

資金を供給することで、資金繰りの円滑化を図る。 
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○中小企業信用補完制度関連補助・出資事業 

   55.0億円(76.0 億円) 

 経営状況が悪化している中小企業者の借入に対して信

用保証協会を通じて保証を行うとともに、債務不履行時の

協会の損失の一部を補填することで、中小企業者等の資金

繰りの円滑化を図る。また、経営改善・生産性向上に取り

組む中小企業者等に対し、協会が地域金融機関と連携して

経営支援を実施する。 

 

○創業・事業承継支援事業   

    11.0億円（新規） 

産業競争力強化法の認定市区町村で創業を目指す創業

者や創業支援事業者の取組を支援するとともに、イベント

の開催等により創業機運の醸成を図る。また、事業承継ニ

ーズの掘り起こし・早期準備の促進を図るとともに、事業

承継（事業再生を伴うものを含む）を契機とした経営革新

や事業転換を支援する。 

 

○中小企業再生支援・事業引継ぎ支援事業 

   61.1億円（58.4億円） 

中小企業再生支援協議会において、財務上の問題を抱える

中小企業者に対する窓口相談や金融機関との調整を含め

た再生計画の策定を支援する。また、事業引継ぎ支援セン

ターにおいて、後継者問題を抱える中小企業者の事業引継

ぎを図るための相談対応や後継者マッチング等を実施す

る。 

 

○中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業

   54.8億円（54.7億円） 

各都道府県に設置されているワンストップ相談窓口で

ある「よろず支援拠点」を活用し、中小企業・小規模事業

者が抱える経営課題に対応する総合的な相談対応を行う。

また高度・専門的な課題に対応する専門家の派遣や、支援

ポータルサイトによる支援施策の情報提供等を実施する。 

 

○中小企業取引対策事業   

    13.9億円（9.9億円） 

下請事業者による連携を促進するなど中小企業・小規模

事業者の振興を図るとともに、下請取引に関する相談の受

付や、下請代金支払遅延等防止法の周知徹底・厳正な運用、

官公需情報の提供等、取引の適正化を図る。 

 

◆商工中金による長期のリスク資金の供給 

   240.0億円（230.0億円） 

グローバルニッチトップを目指す中小・中堅企業、地域

の中核となる中小・中堅企業、地域資源を活用する企業連

携体・組合に対し、長期資金（一括返済・成功利払い）を

供給し、海外展開、新事業展開、経営改善・再編等を支援

する。 

 

◆日本政策金融公庫による資本性劣後ローン 

   400.0億円（400.0億円） 

新事業への取組や事業再生等の局面にある中小企業・小規

模事業者に対し、金融検査上、自己資本とみなされる資本

性資金(一括返済・成功利払い)を供給し、財務状況を改善

することで、民間金融機関からの借り入れを支援する。 

 

 地域中核企業の稼ぐ力の強化 

 

○地域中核企業創出・支援事業  

   25.0億円（20.5億円） 

地域を牽引する企業（＝地域中核企業）を数多く創出す

るため、地域中核企業候補の成長のための体制整備を支援。

また、地域中核企業の更なる成長を実現するための事業化

戦略の立案・販路開拓等の取組を支援。 

 

○中小企業実態調査委託費     

14.2 億円の内数（地域経済産業活性化対策等調査・分

析 5.6 億円） 

 地域中核企業の抽出に役立つ企業間取引情報・携帯位置

情報等を集約し可視化することで、地域における産業構造

やヒト・モノ・カネの流れを効率的に把握することができ

る「地域経済分析システム（RESAS）」の機能やデータの強

化を図る。 

 

◆(株)海外需要開拓支援機構によるクールジャパンの推進

   210.0億円（170.0億円） 

我が国の生活文化の特色を生かした商品やサービス（コ

ンテンツ、衣食住関連商品、サービス、先端テクノロジー、

レジャー、地域産品、伝統産品、教育、観光等）の海外展
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開を行う事業活動に対する出資等の資金供給等を行う。 

 

 

世界経済不透明リスクの克服 

世界経済下方リスクが高まっていることに加え、各国で

保護主義的な動きが広がりつつあるため、多国間・二国間

の貿易投資促進などの協力拡大を推進していく。 

 

 経済連携・産業協力の加速 

 

○東アジア経済統合研究協力事業  

   10.0億円（9.0億円） 

東アジアの経済統合を推進し、地域的な共通の課題を解

決するための政策研究を行い、その成果を東アジア 16 カ

国（日・中・韓・印・豪・NZ・ASEAN）の首脳や大臣に政

策提言している東アジア ASEAN 経済研究センター（ERIA）

に対して拠出を行う。東アジアサミットや ASEANサミット

等、首脳レベルにビジョン・政策を提言し、また、要請に

基づき政策研究を実施。 

 

○ロシア・中央アジア地域等貿易投資促進事業 

   3.3 億円（1.3 億円） 

日露間における貿易投資の促進を強力に推進するため、

日露企業等へのビジネス関連情報の提供やフォーラム開

催、ビジネスマッチング・コンサルティング事業を支援。

また、中央アジア地域等の各国と投資環境の整備を目的と

したネットワークを設立し、それ活用した情報収集、フォ

ーラム開催、ビジネスマッチング等を実施。 

 

○日・ＥＵ産業協力促進事業   

   1.3 億円（1.3 億円） 

 日ＥＵ双方の産業界のリーダーによる、日ＥＵ両首脳へ

の提言書の提出や日ＥＵの経済関係強化に資する情報提

供事業等を通じ、我が国の産業競争力強化及びＥＵとの経

済関係の緊密化を図る。 

 

 海外市場の獲得、投資の呼び込み 

 

○独立行政法人日本貿易振興機構運営費交付金 

   239.2億円（238.6億円） 

成長戦略等の着実な実現、日本の各地域と海外との間で

のインバウンドとアウトバウンド両面を促進するため、

(独)日本貿易振興機構(JETRO)のネットワークを活用し、

対内直接投資の促進、農林水産物・食品の輸出促進、中堅・

中小企業等の海外展開等について総合的な支援を実施。 

 

 インフラシステム輸出などの強化 

 

○「質の高い」インフラの海外展開促進事業関連 

 マスタープラン策定や事業実施可能性調査（F/S）等を

通じて、「川上」の構想段階から相手国のインフラ計画に

関与することにより、我が国の質の高いインフラシステム

の海外展開を促進。 

・質の高いｲﾝﾌﾗの海外展開に向けた事業実施可能性調査

事業   8.5 億円（9.4 億円） 

・質の高いｴﾈﾙｷﾞｰｲﾝﾌﾗの海外展開に向けた事業実施可能

性調査事業委託費      18.5億円（13.5 億円） 

 

 

産業安全保障の強化 

世界から技術・人材・知を呼び込む一方で、我が国の重

要な技術やデータを保護し、守るべきものを守るための、

産業安全保障の必要性が増している。電力などの制御系イ

ンフラのセキュリティ強化や、機微技術・重要民生技術の

特定と対策を進める。 

 

 サイバーセキュリティの強化 

 

○産業系サイバーセキュリティ推進事業【再掲】 

      11.7億円（新規） 

重要インフラや我が国経済・社会の基盤を支える産業に

おける、サイバー攻撃に対する防護力を強化するため、（独）

情報処理推進機構（IPA）に設置する産業系サイバーセキ

ュリティ推進センター（仮称）において、官民の共同によ

りサイバーセキュリティ対策の中核となる人材を育成。ま

た、制御システムの安全検証等を実施。 

 

○サイバーセキュリティ経済基盤構築事業 

   21.6億円（21.6億円） 

（独）情報処理推進機構（IPA）サイバーレスキュー隊
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が、高度標的型サイバー攻撃を受けた企業等に対し、被害

状況の把握や被害拡大を防ぐための初動対応支援（被害状

況の把握や再発防止策策定）を実施。また、深刻なサイバ

ー攻撃の温床となっている複数の国にまたがったサイバ

ー攻撃基盤を駆除するため、標的型攻撃に関する情報を収

集するとともに、各国のサイバー攻撃対応連絡調整窓口の

間で情報を共有し、共同対処を行う。 

 

○ＩＴ人材育成の戦略的推進 

・独立行政法人情報処理推進機構運営費交付金          

45.4 億円の内数（42.5 億円の内数） 

情報処理推進機構（IPA）において、突出したプログラ

ミング能力を有する「未踏人材」を発掘・育成／「セキュ

リティ・キャンプ」や情報処理安全確保支援士の普及・促

進を通じた情報セキュリティ人材の育成・輩出/IT関連サ

ービスの提供に必要とされる能力を指標化した「IT スキ

ル標準」を整備・普及 

 

 防災・強靱化対策 

 

○休廃止鉱山鉱害防止等工事費補助事業  

   21.1億円（20.5億円） 

金属鉱山等は、採掘活動終了後もカドミウム、鉛、ヒ素

等の重金属による水質の汚濁、農用地の汚染等をもたらす

ことがあり、放置すれば人の健康被害、農作物被害、漁業

被害等の深刻な問題（鉱害）を引き起こすことになる。こ

のため、地方公共団体等が主体となって行う鉱害防止事業

に要する費用について、国が 3/4を補助。 

 

○高圧ガス設備の耐震補強支援事業  

   4.3 億円（2.2 億円） 

球形貯槽等の高圧ガス設備の耐震性を強化するため、東

日本大震災後に見直しを行った最新の耐震基準に合わせ

るために実施する既存球形貯槽のブレース(筋交い)の耐

震補強工事や、敷地外の建物等に被害を与えるリスクがあ

るなど保安上重要度の高い各種既設設備の耐震補強工事

費用の一部を支援する。 

 

○経年埋設ガス管のリスク評価手法・基準開発事業委託費

     1.2億円（1.2億円） 

国内の古い都市ガス管（経年管）のリスク状況を把握し、

経年管を保有する需要家への勧告、対外公表する際の基準

策定を行うため、重要な建物に埋設された経年管のサンプ

リング調査・分析の実施により、勧告・公表の判断材料と

なる基礎データを収集・分析。ガス管の｢危険度｣を算出す

る計算式を策定することで、埋設ガス管の危険度を客観的

に把握。 

 

 

エネルギー政策の再構築と地球環境への貢献 

エネルギー政策の再構築に向けて、エネルギー革新戦略

の実行、エネルギーセキュリティの強化、エネルギーイン

フラの充実等に取り組む。具体的には、徹底した省エネを

推進し、石油危機後並の大幅なエネルギー効率の改善に取

り組むとともに、再生可能エネルギーの最大限の導入拡大

と国民負担の抑制の両立、水素社会の実現を目指す。また、

JOGMEC を通じた資源権益の獲得を強力に進めるととも

に、国内資源開発に取り組む。加えて、エネルギーの安心・

安全な利用のため、危機対応能力のある強靭なエネルギー

サプライチェーンの構築を目指す。原子力発電について

は、その人材を維持・確保しつつ、安全性の確認された発

電所の再稼働を進める。原子力立地地域への支援について

は、引き続き、立地地域の実態に即したきめ細やかな取組

みを進める。 

 

 エネルギー革新戦略の実行(省エネ、新エネ、水素) 

 

○省エネルギー投資促進に向けた支援補助金 

   672.6億円（515.0億円） 

工場・事業場、住宅、ビルにおける省エネ関連投資を促

進することで、エネルギー消費効率の改善を促し、徹底し

た省エネを推進。具体的には、①中小企業等における工

場・事業場単位、設備単位の省エネ効果の高い設備の入替、

②住宅におけるネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）

の導入、③ビルにおけるネット・ゼロ・エネルギー・ビル

（ZEB）の実証、④住宅の省エネ化に資する高性能建材を

用いた既築住宅の断熱改修、を支援。 

 

○中小企業等に対する省エネルギー診断事業費補助金

   10.0億円（7.5億円） 
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中小事業者等に対し、省エネ・節電診断等を無料で実施

するとともに全国に省エネの相談窓口を設置し、中小企業

等による省エネの取組をきめ細かに支援。また、地方公共

団体等が参加費無料で開催する省エネ等に関する説明会

やセミナー等に、省エネ及び節電の専門家を無料で派遣。 

 

○クリーンエネルギー自動車導入事業費補助金 

   123.0億円（137.0億円） 

環境性能や車種ごとの出口戦略を踏まえたスキームに

よる導入支援策を講じ、車両に対する負担軽減による初期

需要の創出・量産効果による価格低減を促し、世界に先駆

けたクリーンエネルギー自動車の市場の確立を目指す。 

 

○トラック・船舶等の運輸部門における省エネルギー対

策事業費補助金         61.5 億円（新規） 

最終エネルギー消費量の約 2 割をしめる運輸部門の省

エネ対策を進めるため、トラック輸送事業者に対して、車

両動態管理システムを構成する機器の導入に必要な経費

を支援し、車両の位置情報等を活用した輸送ルートの最適

化などの輸送事業者と荷主との連携による省エネ対策の

実証を行う。また、外部にデータを出力可能なスキャンツ

ールの導入により点検整備データを収集し、燃費に影響す

る不具合の分析を行い、ユーザーや自動車メーカーへの効

果的な情報提供を行う。 

 

○福島沖での浮体式洋上風力発電システムの実証研究事

業委託費【再掲】      24.0億円（40.0 億円） 

世界最大の 7メガワット浮体式風車をはじめ 3基の風車

と浮体式洋上変電所（サブステーション）を順次設置し、

世界初の複数基による浮体式洋上風力発電システムの本

格的な実証を行う。 

 

○地熱資源量の把握のための調査事業費補助金 

   90.0億円（100.0億円） 

地熱資源は地下 2,000 メートル程度の地下深部に存在

し、その地質情報が限られているため、掘削成功率が低い

などの事業リスクが存在。このため、事業者が実施する地

熱資源量の把握に向けた地表調査や掘削調査等の、開発の

難度が高い初期調査に対して支援を行うとともに、新規の

有望地点を探索するための調査を実施し、地熱発電の更な

る導入拡大を図る。 

 

○地域で自立したバイオマスエネルギーの活用モデルを

確立するための実証事業   19.7 億円（10.5 億円） 

バイオマスの種類毎（未利用木材、畜産廃棄物、都市ご

み等）に導入にあたって必要な導入要件・技術指針と具体

的な事業モデルを明確化する。 

 

○地域の特性を活かしたエネルギーの地産地消促進事業

費補助金          63.0 億円（45.0 億円） 

地域のエネルギー需給の特性に応じて、地域に存在する

分散型エネルギーを安定的かつ有効に活用するべく、再生

可能エネルギーや未利用熱を地域内で面的に利用する先

導的な地産地消型エネルギーシステムの構築や、木質バイ

オマスや地中熱等を利用した再生可能エネルギー熱利用

設備の導入を支援し、エネルギーの地産地消を促進する。 

 

○燃料電池自動車の普及促進に向けた水素ステーション

整備事業費補助金      45.0 億円（62.0 億円） 

 2020 年度に 160 箇所程度、2025 年度に 320 箇所程度の

水素ステーションの整備目標の達成に向け、首都圏、中京

圏、関西圏、北部九州圏の四大都市圏を中心に整備を加速

するため、民間事業者等による水素ステーションの整備・

運営に対し補助を行う。 

 

 エネルギーセキュリティの強化 

 

○石油天然ガス田の探鉱・資産買収等事業に対する出資金

   550.8億円（560.0億円） 

石油・天然ガスの安定的かつ低廉な供給の確保に向け、

独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）

に対するリスクマネー供給の拡大を通じて、我が国企業に

よる石油・天然ガスの権益獲得等を推進し、石油・天然ガ

スの自主開発比率（日本企業が生産し、取り扱う石油・天

然ガスの比率）を引き上げる。 

 

○国内石油天然ガスに係る地質調査・メタンハイドレー

トの研究開発等委託費   242.0 億円（新規） 

海洋基本計画に基づき、我が国周辺海域において三次元

物理探査船「資源」により探査を実施し、有望地域におい
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て基礎試錐を行う。メタンハイドレートについては、 2018

年度を目途に商業化の実現に向けた技術の整備に向け、砂

層型は海洋産出試験後の地質サンプル調査・廃坑作業等、

表層型は資源回収技術の調査研究等を実施する。 

 

○海洋鉱物資源開発の推進                 

113.0 億円（101.6 億円） 

世界に先駆けて海底熱水鉱床の開発に必要な要素技術

の確立を目指す。2017 年度年度は、採掘・集鉱試験機を

用いて海底 1600ｍの鉱石を掘削・収集し、水中ポンプで

海水とともに洋上に引き揚げる世界初の「海底熱水鉱床の

採鉱・揚鉱パイロット試験」を沖縄海域で実施する。また、

我が国周辺海域の海底熱水鉱床、コバルトリッチクラスト、

レアアース等の調査や、生産関連技術の基礎調査等を行う。 

 

○次世代火力発電の技術開発事業                    

115.0 億円（120.0 億円） 

次世代の高効率石炭火力発電技術である IGFC（石炭ガ

ス化燃料電池複合発電）や高効率ガスタービン技術など、

火力発電の高効率化に関する技術開発のほか、CO2 分離回

収・有効利用に関する技術開発等を実施。 

 

◆ＪＯＧＭＥＣによる天然ガス、鉱物資源等のプロジェ

クト支援     520.0億円（560.0億円） 

資源・エネルギーの安定供給の確保の観点から、民間企

業のリスクテイクを補完し、天然ガス・石炭・鉱物資源・

地熱資源の探鉱・探査、開発段階における資産買収・出融

資・債務保証事業等を実施する｡ 

 

 エネルギーを安全・安心に利用できるようインフラ

を充実 

 

○石油コンビナートの生産性向上及び強じん化推進事業費

      140.0 億円 (130.0億円) 

複数製油所間や石化工場との連携による設備共有化な

どによる、「コンビナート地域全体での生産性向上」や、

製油所単位で石油のノーブルユース（高付加価値な有効利

用）等の実現を目指す、「次世代型製油所モデルの構築」

に向けた投資を行う。また、地震動・液状化・側方流動等

による被害に備え、石油供給インフラの被害最小化と早期

の石油供給回復に必要な「製油所等の強じん化」に向けた

投資を実施。 

 

○災害時に備えた地域におけるエネルギー供給拠点の整

備事業費  24.5億円（20.2億円） 

熊本地震において避難者・被災者への燃料供給拠点とな

るＳＳの役割が再認識されたことを受け、自家発電機を備

え、災害時において地域の石油製品の供給拠点となる「住

民拠点 SS」を 2019年頃までに 8,000カ所整備する。こう

した災害時の拠点 SS が行う自家発電機の導入や地下タン

クの入換・大型化、災害訓練を支援する。 

 

○緊急時放出に備えた国家備蓄石油及び国家備蓄施設の

管理委託費（石油分）  437.3 億円（424.9億円） 

産油国地域の政情不安等により原油輸入が途絶する事

態に備えるため、国が石油備蓄法に基づき保有する国家石

油備蓄基地と、そこに蔵置する国家備蓄原油を安全かつ効

率的に管理し、危機発生時に機動的な放出を行うことがで

きる体制を維持。 

 

○原子力損害賠償・廃炉等支援機構交付金         

                  470．0億円（350.0 億円） 

「原子力災害からの福島復興の加速のための基本指針」

（2016 年度年 12 月 20 日閣議決定）を踏まえ、福島再生

に向けて除染・中間貯蔵施設事業を加速させるとともに、

国民負担の増大を抑制し、電力の安定供給に支障を生じさ

せないようにする観点から、中間貯蔵施設費用相当分につ

いて、事業期間（30 年以内）終了後 5 年以内にわたり、

原子力損害賠償・廃炉等支援機構に対し、原子力損害賠

償・廃炉等支援機構法第 68条に基づき、交付金を交付。 

 

 エネルギー産業の国際展開 

 

○エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術の国際

実証事業   140.0億円（40.0億円） 

省エネルギー・再生可能エネルギーに係る我が国の先進

的な技術・システムを相手国の自然条件や規制・制度等に

応じ柔軟に設計し、相手国政府・企業と共同で実証を行う

ことで有効性や優位性を可視化。 

 



 32 

○省エネルギーに関する国際標準の獲得・普及促進事業

委託費           22.0 億円（22.0 億円） 

省エネルギーに資する製品やシステムなど我が国が強

みを有する分野で、国際標準化に関する実証データ・関連

技術情報を収集し、国際標準原案の開発・提案や、その過

程で得られた知見をもとに普及を見据えた試験・認証基盤

の構築等を実施。 
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